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1 . 科学技術トピックス
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿(9月号は8月4日より9月7日まで)を「科学
技術トヒ。ックス」としてまとめたものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情報を
付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま掲
載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。
1.1 ライフサイエンス分野
(1 )真核生物転写酵素複合体のX線結晶構造解析
~!!_;(_Zオ.三}}ç~害:([!_.R:..K9.m~.f:lr_g_QJ位L最近λ酵母
血表。転主酵素.複;合.体主却治宝厚壬v~止1ご法定;士
る.ζと長成~.~た(Science (2001)voL292 No. 5523 
Page 1863-1882幻)。 ιζ.り複会全:傍使l怯主1叩Qj伺値lq).芝;どf乙:乙β~~質芝
Z三三y
るι.分子量としては RNA一タンパク質複合体のリボボ、ゾ一
ムに次ぐ大きさで、'1..~子'.~?_質複合生と.~~支ーはー全主主~;
経費さbーたÍl.q).り豆ちー最.ts.:雪あーる且実際には、'1._之子.~?_
質りみ泣ぅs>.構成されるー 転宴酵嘉複合ー 体ー とー DNAとRNi生
をー金主f!転写飽長虫開ff_([!_立ー体ー構造走法定:L-立且ー
転写複合体の全体構造はカニのはさみのような形
で、 10個のサブユニットのうち大きな2個のサブユニッ
トによりその大部分が構成され、その他はこれらを取り
囲んでいた。この構造はこれまでに得られた生化学的
な解析結果や電子顕微鏡像とよく一致し、時期的に前
後して構造解析された細菌由来の転写複合体やファ
ージ由来の転写酵素との比較から、活性中心が高度
に保存されていることもわかった。はさみのくぼみにあ
る活性部位には活性に必須な二価イオンが存在する
ことも判明した。さらに、異なる結晶構造の解析から柔
軟性に富んだ基質 DNAの結合に重要な領域が見つ
かった。一方、転写伸長複合体の構造からは二重鎖
DNA及び伸長中の RNA-DNA複合体が結合しており、
基質 DNAや転写される RNAの進行する経路を見る
ことができた。 RNA合成にはタンパク質の大きな構造
変化がカップノレしていることも明らかになった。
!転主車整寒援金.体j主転5.':f;働三基ー鞍構成要素支~ï!?:るι
しかし、この酵素は単独で働くわけではなく、様々な転
写因子やリン酸化酵素によって時間的にも空間的にも
その働きが調節されている。今回解析された複合体に
おいて、リン酸化によってその活性調節されている部
分は、揺らぎのせいで、構造決定には至らなかった。一
方、転写複合体と直接相互作用する転写因子は数百
に上る。全鋒ーは;:;:，~.~面接:.~.な転霊謂節困壬と虫複金体
解J哲が進?!Q}られーもー立ー体構ー造(J)観点なb長宴調節(J)註
期点鰐~ーされーる三と.~~るーをQ.
(生物分子工学研究所 森川歌右氏より)
(2)プロテオーム解析成果物への特許付与について
2001年6月25日、サンディエゴ、で行われたBio2001の
特許関連のセッションにおいてL悲.国技託麗標庁.役立
望ど...f=!.~ (I9_1:ln..R5?m.1立、最近のトヒ。ツクスについて
講演を行った。ドールは技術センター1600(生物学と
有機化学に関連した発明を扱う審査部門)の責任者で
あり、 1998年には機能不明な遺伝子断片に特許性が
あることを示唆する文章をサイエンス誌に寄稿して論
議をよびおこすなど、歪り発言R~賞E:;-:I;年見 (J)強苛鼠係
者R.~ら:注目ーさ品:(Y_~99.:全国立守護演.~.~:乙-ZPZオコ
主解抵成暴物~~でり践託1:1".長iE2.U支言及主主主ーむたQ.
ドールが述べたのは、f患主と鐘賞主白剤ー 晦.1.;ζ由来.
土.9.7旦.T~ごみ，.埜ど.1:!~ーを;全:tし:笠~.~.~孟.電気泳
動1.1:主主~~t2ζと!;;よ2.:(用定主む主主ー却ー期.CQ1Dどり診断
E~周I.~.~:るζと主主主る，_iß~:.-::Z: T .e:Jーと心三玄責ー 乞ー 開芝
~~!.~([!_?!1;i手ー電気泳動q).!.~?.三;どが免Q.，むただーはり
段j階支2~士~~C::J;葺乞ーー特:lf出願.~た主~~.~2:7.:ご:~E;
0v'主主あ'.9.9..この場合、有用性の要件は満足されて
いるが、そのようなポリペプチドを発明者が把握してい
たかどうかを当業者②が合理的に理解できないため、
発明の記載に関する要件(WrittenDescription要件)
を満たさず、!特許ーを:11:与:Ì:る主主主~-ずきな~~.~>_:と Y.~_?見
解民主主主した且.立た、~)ーあ.9.静定の.~Jt孟霊気泳動(_~!!_
三之り.出現J;主"')丈ー初期り!!之C22開_~fi主2よ~2t~
場金E~J;t.，乏の.ð法Jを2~仁三.Þ..士る二主i主主?主務責主!
?号ーらι，.9.:胃車位坦晶玉三.と~t'.=!~J主喧構l~~n.':る立ー
t'_':-:-:!~.~.昆解が:そ2主主表国務責直標庁:([!_j審套実
務ι広陵さ~~?己主l主ß'らーな~.~.~~，ー全J去り1_Z:~z:;:t三会
関連会男子児静ー 託空kτー さら記載戦略主立:丈.9J二之さー二三
り参考J;主ー る左るふー
(東京大学先卦蓄科学技術帝移Eセンター限撤康一氏)
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用語説明
①クレー ム
特許請求の範囲。発明を記載したもの。特許出願するた
めには、発明の内容を記載した明細書を提出する必要があ
る。明細書中に「特許請求の範囲(=クレーム)Jという欄が
あり、ここに記載したものが特許の対象となる。
また、「クレー ムするJとは、「発明をクレー ムとして記載
する」という意味である。
②当業者
当該分野の技術知識を持つ専門家のこと。
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1.2情報通信分野
(1 )情報の知的可視化 rビジュアルデータマイニ
ング」
「知的」可視化とは、例えば流れの速度ベクトノレを、
計測データに基づきそのまま画像に可視化するレベ
ルで、はない。 Z~己主主A:りー昆主主ど~lt孟画像1':~空
閉.変色Dあ2動用_l_C-_期王土る二主.Jiとλ周像計ー 測主主
再J庭f青報主分Jft_~註個三三芝走用像_ð生才:~_なー乙.
Aと:三三jぞと開像タ閉ヱりλー密接な三(~?:ご2三て1~
処理主意床土る。この分野はデジタル技術の進歩に
伴って必要となった分野で、「ビジュアルデータマイ
ニングjと呼ばれる。数学理論とデ、ジタル技術を駆使
していろいろな手法が多方面へ応用されようとしてい
る。
二の会:里f_~~主会ー支あーる_~J)Mι憤報主と之社?三立み­
L可視ー{七f責報誉会主催)点ー1_.1LULJUζ王宝院主主
空開催主札た。
今回は一多数句研ー賓が:í ワー主三:7Lt‘'~J:-_変換型j_~F.主
用J三集ま?ーた{全_{:f~Jl1)_。この手法はフーリエ変換
のもつ周波数依存がなく、波形のデ、ジタル化や解析
に適する。さらに、全体の画像情報から各種情報の
抽出が可能で新現象や新理解を得ることができる。
本シンポで、は流れのウェーク、ジェットの解析から磁
界、電流分布、テニスのフォームなどの解析まで、の応
用例が報告された。また、白百合女子大の堀井氏が
行った文学の文体の画像分析の試みも紹介された。
事~_~_~_~研完の主主l-:-_1"_重要と思þ_札j主主主ー参加者
が2乙直体主空jりー要P~E:;煽l?~まおー仏;も2ーと閉像処理
専門りさ会交の発表三譲価ー 出望まれ.る。
(石川島播磨重工業 塩治震太郎氏)
(2)低消費電力設計に関する国際会議
-ISLPED'Olー
IS里I);~RO~!~r:~~~_ig~~_l__JむI1_lP'9.与j~I1_l_  _<?~ _ _ !.:9.!¥.:_ _ p.9.!\.:~_r: 
El目立。nics 担~__R~~jg~)_J主毎空開催されーるjtJ;泊費電
方_~_~一的主ーした周践と設ー註!;J関~2国際会議主、あ盃。
今年は 8月 6"-'7日に米国カリフォルニアで、開催さ
れた。
近年の情報機器の普及に伴い、 2勾一9旦01見o生jι三位J七
;去~色幻担号t幻乱J_.ιiι-三ζおど7玄仁çj民佐主主:唐債-空曹張号良:捧機器農-宇が~~J前円費:士主士-る-電」志友力立.(怯主全全-電J岩口幻Ij
費費-空恒包2之-一 50'明坦 1ιE歪到4達:才空士-五;亙~主kど:刀2壬測_(第 1 招貸-語講演__
Coo吐li坦丹g_9-.宇旦dιPo'攻?旦王Co処R号iほder;号計1一ionfo工-K11115QPAH辺町与
~~_t_9__th~__ry.~~_~__ç~_ry.~_"'_ry)_ .'b.ありJ民泊費:電力設計はL
県ι情報一分野どは乏な心地球規m_~~堅守身空、二閉
題としても重要な問題になってきている。
本国際会議は、 2並列セッションの構成で、一方が
回路レベル(1スイッチあたりの電力消費削減)、他方
がアーキテクチャレベル(スイッチ回数自体を減らす
ことによる電力消費削減)の低消費電力化を主に扱
っていた。
筆者は主に後者を中心に調査したが、主なトヒ。ツク
は、近年の VLSIシステムで電力消費の多い、「チッ
プ間配線における信号遷移の削減(Session6: Bus 
Encoding)Jと、「チップ内の記憶素子のアクセス低減
(Session 8: Architectural Techinuques， Session 10: 
Algorithm Transformation and Caching) Jであった。
前者は、アクセスされるアドレスの局所性を活用して
パスのエンコー デ、イング、を変更する手法がし、くつか報
告され、後者に関しては、アクセスの局所性を利用し
て特別な小容量メモリを活用する(容量が小さいと低
いドライブ能力で済むので電力消費が減る)手法が
いくつか報告されていた。
個々の手法は単純なアイデ、イアにも思えるが、それ
ら位効果l主積金支電力泊費削蹟E~貢献j二る1])1ご:ζ匙
らの研究は益々重要になると思える。
保京大学先端科学技御所センター中村宏氏)
用語説明
①ウェー ブレット変換
フー リエ変換と同じく、不規則に見える波(波形)を規則
正しい波の重ね合わせとして表現する波形変換方式の一
つ。フーリエ変換は正弦波の重なりとしてデータを表現す
るのに対し、ウェー ブレツト関数という局在する波を表す関
数を用いる。画像のような局所的に激しく変化する波形に
対して変換の精度がよいという特徴を持つ。画像圧縮や
画像の検索に用いられる。
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1.3環境分野
(1 )炭層への CO2固定化技術開発の動向
大気中に放出されることで、地球全体の平均気温を
上昇させることが危↑具されている温室効果ガスとして、
二酸化炭素(COz)、メタン(CH4)、HFC(ハイド、ロフル
オロカーボン)など6種類がある。このうち COzは約
94%の排出割合を占め、大気中の COz濃度増加が地
球温暖化の主たる要因とされている。現在、日本、欧
米を中心に、 COz分離回収技術(化学吸収法、物理吸
着法、膜分離法等)や、 COz固定有効利用技術(海洋、
地中、および植物体への固定化等)開発が行われて
いる。
これらの技術開発が進められる中、石炭ー芯__CP2主
!:~;":_!l)_数j査吸着:t_る:位立たきと主1)周l乙L地王深部ーりー炭
層でで__ÇQz 主:注五三固定住土91ま績が一欧迭を:t:!f:，~~;
閉止が高まりI_?:?_i?:るιこれは COz削減対策としてだ
けでなく、もともと炭層中に吸着されていたメタン
(Coal Bed Methane :CBM)を注入したCOzと置換し
て、メタンガスを回収するという、未利用エネルギーの
有効利用を狙った技術である。
米国エネルギー省で、は、 2012年の大規模フィー
ルドテストを目指した COz固定プログラム計画を発表
している。 2002年度の温暖化ガス固定化 R&D予算
は約 3218万米ドルと、 2000年度比約 3.6倍の大幅
な予算増となっており、今後米国が注力してして姿勢
が表れている。また、カナダでは ARC(Alberta 
Research Council)が中心となり、 Alberta州、|の炭層で
CBMを回収する 1500万加ドルのプロジェクトを進行
中であり、 2003年には現地でのボーリングによる
COz炭層注入を実施する予定である。さらに、オース
トラリアやオランダでも精力的な研究が進められてい
る。
これに関して、早稲田大学理工学総合研究センタ
ー麻生和夫氏は、今年 5月に米国で開催された
The 2001 International Coal bed Methane 
Symposium において発表された、「炭層への COz固
定化モデ、ノレ評価j研究成果について以下のように報
告した。
このモデ、ル評価研究では、
1)広範に適用できる地質学的選定モデ、ルの開発
2) Alabama州の BlackWarrior堆積盆地における
CBM産出地帯の COz固定能力の定量的評価
3)CBMの増進回収の実証と炭火力発電所から発生
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する CO2の大量固定に適した場所の選定が行わ
れた。その結果、 81ackWarrior盆地における CO2
固定能力の予備評価として、 12，._22億トンの CO2
固定が可能としており、この量は現在のガス排出率
で仮定すると、この盆地から排出される CO2の 72
年間分に相当する。米国は COP3で提案された京
都議定書の調印に反対しているものの、上述した
CO2削減対策を既に数年前からカナダと協同して
研究している。我が国は、 COP3での議長固として、
温室効果ガス削減に向け、イニチアシブを取るべき
立場であるが、その裏付けとなる基礎研究があまり
にも乏しい。 21世紀の中頃になっても、人類は依然
として化石燃料に大きく依存しなければならないと
言われている今日、 CO2の削減・固定についての
研究にもっと真剣に取り組むことが急務である。
(2)ヒートアイランド現象の実態把握と対策
環境省は、今年 8月にヒートアイランド実態解析調
査検討委員会(委員長:尾島俊雄早稲田大学教授)に
おける検討の成果をもとに、ヒートアイランド現象の実
態解析と対策のあり方について発表した。この発表に
ついて、(社)環境情報科学センターの山田義征氏は、
以下のように報告した。
1)ヒートアイランド現象の実態について
アメダス等のデータを解析した結果f300Cを超えた
延べ時間数jが過去 20年間に東京、名古屋で 2倍、
仙台で 3 倍に増加するなど、主三上Z1.三~t:現象が本ー
都車域主広域先λ長惇ー聞生1-:_-:(おりλー主らι~!)_~都市ー
でも顕在化していることが明らかになった。
また、熱中症を増加させるなど健康への悪影響をも
たらし、冷房などのエネルギー需要増大等により、東
京だけで夏季に約 29_5万トンの CO2の追加的な排出
をもたらしていると推計された。
2)ヒートアイランド対策のあり方について
ヒートアイランド現象をもたらす要因とその影響及び
対策の効果を検証するため、都市及び街区スケール
の 2つのシミュレーションモデ、ルを開発し検討を行っ
た。都市スケールの予測結果からは、地表面被覆の人
工化や排熱の増加が、ヒートアイランド現象をもたらし、
都市化がさらに進行した場合には、現状よりも 300Cを
超える地域・時間数が約 34%増加すると推定された。
一方、結化、透水・保水化などの対策を複合的に講じ
ることで、 300Cを超える地域・時間数が現状より 21%減
少すると予測された。街区スケールの予測結果からは、
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対策を実施する際には、高木による緑化、舗装の保水
化や屋上の反射率向上などの対策が効果的であると
いう点が明らかになった。
3)今後の研究課題について
ヒー トアイランド、現象のメカニズ、ムは複雑で、あり、ヒー
トアイランド化の様々な要因についてバランスを見なが
ら対策を実施することが有効である。全鋒ーの課題と_~:I
l主λ ①ー対象都ー 甫(J)地域熱貫性(J)ー担握，_②ー 対震技績の
統-的註鏑I_~-③~~_:ð且治体ーだ且ーら，~三ョ_v三之主;.::~、
~_る貿易ーなさ三;VIりー開発"④ー勢7;_気お染防ー止註固とL
1:停系住1-:j註画的!;_ijR~組む三とjりー重fJL⑤乏り対策
の際[I;_旦宏司と:t五定量ー的!~指標l~閉ー楚り~~~JI_主挙
げられる9
都市におけるヒートアイランド対策は、同時に地球温
暖化防止に寄与する施策であり、「目に見える地球温
暖化対策jとしてインフォメー ション効果があるとともに、
都市の居住環境の改善、潤いと快適性のある都市環
境の創出にもなり、都市再生の指標として社会の各主
体に受入られやすいとし、う側面がある。
1.4ナノテク・材料分野
(1 )続々と発表されているスピントロニクス材料候
補一室温で強磁性を示す半導体一
半導体の持つ多様な電子・光機能に、磁性やスピ
ンの持つメモリー機能を付け加えようとする研究が最
近関心を集めている。スヒ。ントロニクスまたはスヒ。ンエ
レクトロニクスと呼ばれるこの分野で、は、集積回路を
形成する半導体と磁気記録媒体の材料である強磁
性体の特徴を併せ持ち、磁気メモリー、磁気センサ
一、超高速光スイッチなどこれまでに無い機能を持つ
エレクトロニクス素子の開発が目標の一つになってい
る。
5年程前に東北大学電気通信研究所の大野英男
教授のグ、ループにより合成された(Ga，Mn)Asが 110K
で強磁性体になることが確認され、この分野が注目さ
れる契機となった。しかし、悩みーりー二三f~_，，_通貨当子導
体素壬お動ltt土る寧混_(釣1__~~Q!5t切車蕗性主主主.良
質主主導体抗戦が.在在J:/~_~_~;_と:雪あ~"2_t~Q_主二J51a12-
室1昆以ι主主強磁土主主主.土芽導焼の;合.成測が最近~)_
i続空主曹貴ー さ弘主v'盃9・
・(Zn，Mn)Oの 280K以上の強磁性 [Uedaet al.， 
Appl. Phys. Lett. 79，988 (2001)] 
・カルコパイライト系(CdMn)GeP2の室温強磁性
[Medvedkin et al.， jpn.j.AppI.Phys. 39，L949 
(2000)] 
・(TiCo)02の室温強磁性 [Matsumotoet al.， 
Science 291， 854 (2001)] 
• (Ga，Mn)Nの強磁性(Tc=940K)[Sonoda et al.， 
Cond-mat/0108159] 
室温で強磁性を示し、半導体として高い特性を持
つ物質が出現すれば、電子・光機能デ、パイスの開発
研究への影響は大きい。今後バンドギャップなどの半
導体固有の物理量が磁場で大きく変動するような積
極的データにより、スヒ。ントロニクス素子材料利用が
実証されることを期待したい。
(2)光一電子融合集積回路を実現する新技術
シリコン基板に化合物半導体結晶を成長させること
は長年の夢で、あったが、最近国内外で注目すべき発
表があった。耐久性があり量産化が実現しているシリ
コンと、より高速で、動作し発光するなどシリコンで、は実
現しにくし、機能をもっガリウム枇素(GaAs)やガリウムリ
ン(GaP)などの化合物半導体を組み合わせた「光電
子融合集積回路jの研究開発に今後弾みがつくであ
Science & Technology Trends September 2001 
ろう。これまでは、シリコン基板上に GaAsなどの化合
物半導体を成長させるに際し、積層させた化合物半
導体や基板のシリコンにどうしても欠陥や転位①が生
じてしまい、実用化につなげることができなかった。
豊揮.誌館群主太警の送欝宏雄教援.り~1!~二三~J1~_
無ー転位ーりー量:杢#-F-?構造主主と~~_:;!_~基抵よJ三夜成主
る三tE~m:晃支却及:主成功L主_(~QQL~__~_且10__同グ
/レープはそれに先駆けて同年 6月に、化合物半導
体であるガリウムリン(Gap)Iこ 2%の窒素原子(N)を添加
してシリコン基板上にエピタキシャル成長③させる新
技術を発表している。これにより両者の格子定数が一
致し、シリコンと化合物半導体の一体化が無転位で
実現させた。また、シリコン基板上に成長した無転位
の GaPN層で赤色の発光を確認している。今回は、
その新技術を用いて半導体レーザを実現すべく
GaAsPN/GaPN量子井戸構造をシリコン基板上に無
転位で成長することに成功した。
一方、2悲作色.恩国 Mo旦F也or巴'ola色
主形成成-:土t~益2務薮J，.c'~ど~_t誌ま街主3発苦表L，-玄玄(~心〉豆〔包20切~Q_t隼__~__~_
生一日ふ.同社の開発した技術では、シリコン基板上に
GaAsを成長させる際に、最適化されたある物質の中
間層をはさむ方法をとっている。今回開発した素子で
パワーアンプを試作し、長期の動作実験でも問題なく
動作することを確認した。現在、 GaPをシリコン基板
上で成長させるための中間層の最適化を模索中であ
る。
ζ.ιQ_~成是l主:."\_:'と2豆~基底f;~電壬国務室J乙金
物主導体層_I_;_I_:主vご:史ご芳'"ÿ壬ぎ旦渡寒壬_~お導渡
蹟_，， _ÏÇ_I聞跨.をも_~成~:t_~全種ーりーÏÇ二電王聴会.主主主
みーが周じまZ~で主J;既成主堂9~L能性ーを~Vまお.弘司
全鋒虫進展だ期貸主む9_
二友会__?S旦径虫結晶が鐸_I_;_\~~_t;~J:ζG必~__~
GaPーを周~~_t;秦;壬l主高値:g~る泣13-;二り.誌術室周t!t_~
盈とf~:;!;手上:空耐弘位E~優ーまし直J手~eご]三な三三子三1z...芯
量産さ匙る耳態1土もあーも.
用語説明
①転位
結晶の変捌こ関わる線状の格子欠陥の二と。
②量子井戸
バルク半導体では得られない物性を発現させるために、異種
の半導体を組み合わせたもの。レー ザや光スイッチ、光メモリー
などへの応用が考えられている。
③エピタキシャル成長
基盤となる結品面に、異なる結品をある結品学的な方向を保
ちながらある成長させること。
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1.5エネルギー分野
(1 )太陽電池の技術開発動向
一第 12回太陽光発電国際会議の報告よりー
太陽光発電に関する主要な国際会議には、
① 日本を中心としてアジア・オーストラリア地区で開
催され、開催国の関連機関が主催者となる
PVSEC (International Photovoltaic Science and 
Engineering Conference:太陽光発電国際会議)
②米国で開催され IEEEが主催者の IEEE-PVSC
(The Institute of Electrical and Electronic 
Engineers Photovoltaic Specialists Conference: 
太陽光発電専門家会議)
③欧州で開催されTheEuropean Commission等に
より後援される EU-PSEC(European Photovoltaic 
Solar Energy Conference:欧州太陽光発電会
議)
④①~③の国際会議の合同会議として数年置きに
開催され、主催は3つの会議の主催者が共同で、
行うWCPEC(World Conference on Photovoltaic 
Energy Conversion:太陽光発電世界会議)
の4会議がある。
このうちの太陽光発電国際会議について、 2001年
6月 11日"'-'15日に、韓国の JEJU市(済州島)にお
いて第四回会合(PVSEC-12)が開催され、渡遁事
務所の渡遁博之氏からシリコン系(Si)太陽電池及び
モジュール・システムの分野の技術開発動向につい
て、次のような報告があった。
PVSEC-12会合では、世界各国から招待講演を含
め総数359件(講演 154件、ポスター 205件)の太陽
光発電に関する発表が行われ、 400名を超える専門
家が参加した。日本からは最も多い総数 160件の発
表が行われた。
Si系太陽電池の発表は、バルク結晶系関連が 51
件、アモルファス及び多結晶の薄膜系関連が 86件
あり、全発表論文の中で大きな割合を占めている。結
晶系太陽電池は現在市販されている太陽電池の約
90%を占めており、高変換効率、低コスト化を目指し
た研究開発に関する発表が数多くあった。
変換効率について、 Siバルク結晶系で、は、単結晶
で 24.5% (素子面積:4cm2)、多結晶で 19.8%
(1.1cm2)および 17.1% (225cm2)としづ値が実験室で
のトップデータとして既に報告されているが、市販さ
れている太陽電池では、 100'"'-'225cm2で、変換効率
は単結晶で 14'"'-'17%程度、多結晶で 14"'-'15%程
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度に留まっている。これらの実験室値と市販値との差
を詰めることを目的として、高い変換効率を持ち、量
産性(高歩留、低コスト)良く生産するための製造方
法、工程条件、生産設備等における技術開発が行わ
れている。具体的には、バルク結晶成長、基板作製、
p-n接合形成、電極形成、表面低反射構造の形成、
裏面接合の形成等に関する多数の発表があった。
今回の会議では、平成 11年に札幌で開催された
PVSEC-11会合と同様に、 Siバルク結晶系について
位変ー換効.聖位内主巴太主主進展が立:.t，J_~?ーた9__1，-: ~:.L_
例之J~~電極_~~_法貨iE2-u:玄λ去ー面重樫j![積0)越
~ふ電樫抵抗ーりー低蹟"基旗 Si司主ーりー接触抵抗;~f~.蹟L
電煙務成時ρ-壬整会j生~!特E~熟処理条j生警)ーの最適
化会ーどL改良ι閉土る報告l主多岐l三むた:?:Iy.~立ι
一方、薄膜泉主Jt，_次世f土交の実周起をと且蹟L-立
多くの発表があった。アモルファスと多結晶 Si素子を
重ね合わせたタンデム型太陽電池では、従来 1cm2
で 13%の変換効率であったものが 14.1%へと向上し
たとする報告があった。また、量産化による低コスト化
の試算予測では、アモルファス Si!多結晶 Siタンデム
太陽電池モジュールを例として、40MW/年以上の生
産規模で 2002年までに 200円/Wまで低下できると
の報告があった。
全j図。発表餌血走:_C2，_:全後t当金り閉I_>-~i__iち去腸ー
電池は実周的ー な友腸電池ー の主演玄占良否ー と王測主主L
る。
モジュー ル・システムの分野で、は 61件の発表があ
り、米国サクラメント市営電力会社 (SUMD:
Sacramento Municipal Utility District)による太陽光
発電システムの事業化報告等が注目された。
SUMDは、米国の公的電力会社のうちで6番目に
大きいが、将来の太陽光発電(PV:Photovoltaic)を
安全で、信頼性と経済性があり、環境にも配慮してエ
ネルギーを供給できる有力な方法のーっと捉え、
1993年から PVを計画的に大量に設置することによ
り価格を低減することを目的に導入を進めてきた。
1993年から 1998年までの第1期計画では 600軒の
住宅に PVが設置された。 1999年から始まった第2
期計画では、太陽光発電システムを購入設置した住
宅の所有者は SUMDから補助を受けられるとともに、
余剰電力は SUMDに市場電力価格で買い上げられ
る運営システムになった。 PVの設置場所には、住宅
の屋根以外に商用ビル、駐車場、教会、中型発電所
等がある。 2000年末までに 8MW分の設備が設置さ
れており、 2003年までにさらに 7MWを設置する予定
で、設置量は計 15MWとなる。 SMUDは、 2003年ま
でに PVシステムが補助なしで設置可能となる競争
力を持つようになると予測する報告を行った。
(2)省エネを推進するシリコン・カーバイドを用い
た電力用変換素子の開発動向
電気は利用形態に合わせて電圧・周波数等が変
換利用されるが、中で、も電気機器におけるインバータ
化の進展がこれに大きく貢献している。電力需要の
増大と省エネ普及の観点、から、インバータのキーコン
ポーネントである電力変換素子の低損失化、小型化
および高速制御性のさらなる向上が求められており、
官民が研究開発を積極的に推進している。
今年 6月に大阪国際会議場で ISPSD'OI(第 13
回パワー半導体デバイス国際シンポジウム:電気学
会主催、 IEEE共催)が開催された。本シンポジウムは
デバイス分野における世界最大級の国際会議で、あり、
年 1回、日米欧で順次開催されている。今回は 18カ
国から 426名(海外参加 140名)の専門家が一堂に
会し、省エネルギーを促進する新型大電力低損失デ
バイスや IT化を牽引する高周波動作パワーデ、パイス
等について、多くの発表があり活発な討論がなされた
が、特に関西電力が発表した二つの成果に高い関
心が集まった。
第1の成果は、従来のシリコン(Si)材料で実現困難
な世界最高耐電圧 12.3kVの超低損失シリコン・カー
バイド(SiC)ダイオードを開発したことである。この耐
電圧性能は同程度の耐電圧を有する Siダイオー ドと
比較して、オン電圧が約1/3(低損失化)，逆回復時
間は1/30(高速制御性)品、うものである。第 2の成
果は、従来の Siに比べ導通損失が1/100である、
4.5kV級 SiCスイッチング、デ、パイスを開発し、先の
SiCダイオードと組み合わた高耐電圧インバータ開発
の見通しを得たことである。このインバータを電力系
統安定化装置等に適用することによって、 (1)機器の
小型化が図れる、 (2)送電線事故等による周波数変
動の影響範囲が最小限にできる、などの大きなイン
パクトを発現できるとしている。
一方、今年8月の電気学会産業応用部門大会で
は、 SiCを利用した機器性能予測についての講演が
あった。長岡科学技術大学の高橋勲教授は、 fSiC
素子を用いた近未来電力変換とその応用」と題する
講演において、 SiCを使ったパワースイッチ(p-
MOSFET①)によるインバータの予想性能を発表した。
P-MOSFETは従来の Siに比べ導通損失が1/100
Science & Technology Trends September 2001 
で、高速制御が可能、かつ高温(4000C)でも動作す
る特徴がある。そこでマトリックスコンバータ②に P-
MOSFETを採用することで、変換効率が従来の 95%
程度から 99%以上へと向上するとしている。
現在、 Siを使用した電力変換機器の開発が全盛
であるが、機器に組み込まれているデ、パイス性能は
Siの物性値に起因する限界に近づきつつあり、今後
10年以内に飽和すると予想されている。機器の変換
効率を 95%から 99%に上げるためには大変な技術
開発を必要とするが、エネルギー損失面で、見ると装
置からの発熱量は1/5になる。また、 SiCデバイスは
耐高温性が優れていることから、冷却装置等の周辺
装置が簡略化できるため、機器容積も従来型の1/50
にできると報告している。
電力輸送・変換装置、家電製品の大幅な省エネル
ギ一、高性能化への貢献が期待される SiCデバイス
ではあるが、機器設計開発に際しては、回路・部品・
実装技術等、多くの関連技術の開発も求められる。
有用性の高い電力変換素子の開発に対して、関連
技術も含めた早期実用化が希求されている。
用語説明
(IP-MOSFET 
Metal-Oxide-Semiconductor Field Effect Transistorの
略で、電界効果トランジスタの一種で。他のトランジスタ
(/~イポーラや接合型FET)を用いた回路に比べて消費電
力が極めて小さい特長がある。
②マトリックスコンI~ータ
交流から任意の周波数・電圧の交流に直接変換可能
な電力変換機器。
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1.6製造技術分野
(1 )生産文化に関する講演会が開催される
生産システムのグローパル化における技術課題は
多々あるが、全地域i民族企λ_~lJ;:_:風土ーなと7ご:区会
されたJ壇場;_U;適ー金Lた誌飯啓ー転のあり友_(ß.r_~即日
太ー__l5，l_~~~__R~!h_博士よ?とλJ全地域iζ適合Lた商品j設
計法{衷+-E__f芳哀茸名誉ー 教援ょを検討.士るよとl主今ー
旦前ー な課題:ずあー るより担ー 点から、両者の講演が日本
生産文化学会のもとで東京大学にてなされた(7月
18日、司会:東大割津伸一講師)。
前者は、イタリアがイランに納めた「すぐ使える製鋼
設備jが、イラン人の操業による性能評価で当初の仕
様性能を出すのに 10年かかった例などを挙げて、
二友円i本りよ引ζ技術点高どーと;:;:'2~~2諒匙~f~ど
とζる!;;i鼠まる2_C!!_誌貨移転d:T~~~~五備玄普段λ周
友血吉秀賞ーL誌飯整怠擾._t性1関lも支ー!tAtl:l~ltb主買い­
~煮立1連j結lてこた組織主構成主る援)史誌ー衛務島王子
Jv主提案LtQ-同モデルの狙いは効率的な技術移転
と文化の異なるこ者の連結による更なるイノベーシヨ
ンにある。
後者は、地域社会に対応できる工場を用意して地
域静ー化商品L壇場~~開案E:;.対-L'丈高 v¥.位担値{直室宜
主2商品r)主任るようr_t;t~2ー とり壬測をベースに、先ず、
技術と経済以外の商品設計属性としての文化的属性
(インフラ、人的資源、感性への適応など)について説
明があり、続いて文化的属性を考慮した商品の例(人
形:時代と共にデザインを変化させた息の長い噌好
的商品、工作機械:使用する人々の使い勝手などを
考慮した商品、タイヤ:米国、欧州など仕向け地で機
能・性能を変えた商品、など)が示された。玄践的属
性玄考恵Lた商品ーを生.在出土~_1Xl{主λ玄住的属
性〔理念;型)~蕊ー術的属性L定量{直)J_;変換土る主ζる
にあるとの事である。
生産y?:-_"t_.f.:._ り.1~~_-:-:::，，_~!_H己注~~g，速士五守ーさーー壇場
。玄1じ的属性ーを重視lÌ9_~生産玄{じの研究J点注ー旦
される。
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1.7社会基盤分野
(1 )今なら兵庫県南部地震を予測できるか
1995年 1月の阪神淡路大震災の原因となった
「兵庫県南部地震Jの後、内陸の活断層による地震
についての調査研究が多く行われ、また各種の観測
網も充実した。
地震壬却連絡会ー主、ーはきー~t_k現主ーり知識と観測生
削波長庫県車部地震j前I;-あ払!;f周地震佼発生虫7予
測:立さl;良~Jーとどーう検討をtt~_~、地震予知の実現への
問題点を議論した。 8月 20日に出された見解の概要
は次のとおりである。
活断層研究の立場では、活断層系として十分な
活動履歴調査が行われていれば、兵庫県南部
地震を発生させた野島断層を要注意活断層とし
て抽出できた。現在その観点、で琵琶湖西岸断層
系が注目される。
長期的な地震活動の推移を見ると、兵庫県南部
地震をはじめとする内陸の地震は過去に中規模
の地震活動があった場所で、発生しており，注意
すべき地域は抽出されていた。
中期的に見ても、震源域付近は空白域とされて
おり、かっ周辺の広い地域で1'"'-'2年前以降静
穏化現象や地震観測値の変化があるなど、異常
の検出は可能であった。
震源域では短期的な前兆現象として地下水の異
常が観測されており、地震発生場所が事前に特定
できていれば、地下水観測は有効である。また、
電磁気現象の異常も生じている。
地殻変動観測では地殻歪みの変化速度はわか
るが現状では歪みの絶対量を知ることができな
いので、単独では内陸地震の予測には効果的
でない。
以上のように地震発生前j;異賞現象主認識:立さ
る耳能性だ高iY_~足、芸周ー的!t，地震:_T去り (J)観息支
はλー異賞現象iß必ず~~_t_.地震発生!;;_'2怠が五と
l主s'ら主λ 地ー震芯費生1.怠場金1ごも異賞.曳象企
包震源域玄特定士9.二と点寮易ー主主ど場合金~_~長
Y_~;:;:'ー となどのj課題虫色るι
なお、以上は内陸の活断層で発生する地震につ
いて検討したもので、、東海地震など海溝(プレート境
界)で発生する地震は性格が異なることに注意が必
要である。
(国土交通省国土地理院熊木洋太氏)
1.8フロンティア分野
(1 )海洋科学技術センターでバイオベンチャー・フ
オーラム開催
2001年 7月 2日に、海洋科学技術センターの深
海バイオベンチャーセンター(横須賀本部)の主催に
より、第 1回バイオベンチャー・フォーラムが開催され
た。このベンチャー センター は、深海去らー 採思さ_tIゴ9.
貴重ーな微生動資源ーと:そρ~Zよみd育J理主L産業果:言活
周~>_親~_~_~事業りJ起業主責主Ì_9.;'ーとJを:旦的として
本年4月に設置されたものである。
フォーラムでは、①センターがしんかい・かいこう等
の潜水調査船を活用し、マリアナ海溝等の海底泥か
らこれまでに数千菌株を取得・保存していること、②
好アルカリ性細菌である B_haloduransの全塩基配列
を決定し、現在遺伝子の機能解析等を実施している
こと、③工業酵素等を低コスト・大量生産するための
ホスト・ベクター系を有しており、テーラーメード酵素
の作成のための共同研究が実施できることなどのセ
ンターの研究活動が紹介された。
また、共同研究により取得した知的所有権の共同
保有、共同研究の相手企業への優先実施権の付与
など、共同研究を実施する上での諸条件・諸手続き
などについてセンター側から説明された。
会場J_，三時JQ9__AE!-_土り参加主だありλ主りの認は
1s主り製薬λ食品!，__{じ主なー どり企業q)J主主1L商社.，
証券会主土ー などの蝿広v¥業界ー 主主主、あー 仏ー 深海微生物
資源1.;;関:土る感心り高主主~2方法I_~?仁左Q_
こうしたバイオベンチャー・フォーラムは、今後も 2
回/年程度の頻度で開催される予定であり、企業側
のニーズとセンターのシーズの接点を探り、共同研究
などを通じた極限環境微生物の産業利用が進むもの
と期待される。
(海洋科学技術センター辻井薫氏)
Science & Technology Trends September 2001 
11 
